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令和３年度精華町介護保険事業特別会計決算概況報告書

１．介護保険事業特別会計における概況

(１) 総括

令和３年度の介護保険事業特別会計における決算概況は、歳入 2,859,509,483

円、歳出 2,673,728,235 円となり、形式収支は 185,781,248 円となりました。決

算額の対前年度比較は、歳入が▲107,510,340 円で 3.6％の減、歳出が▲

159,578,030 円で 5.6%の減となりました。

保険給付に係る費用では、要介護（要支援）認定者数の増加やコロナ禍で減少

していた通所サービス利用が回復したこと等を要因に、保険給付費に係る歳出総

額は、2,488,143,707 円、対前年度比較では、69,401,466 円、2.9％の増加となり

ました。令和３年度の保険給付費は、第８期介護保険事業計画の見込額の 93.0％

で事業運営ができました。

第１号被保険者（65 歳以上の方）のいる世帯数は、令和３年度末で 6,302 世帯

であり、前年度と比較すると 94 世帯の増となりました。町の全世帯（15,305 世

帯）に占める割合は、41.2％となっています。

第１号被保険者数は、令和３年度末で 9,430 人であり、前年度と比較すると 120

人の増となりました。町全体の人口（36,880 人）に占める割合は、25.6％となっ

ています。

(２) 歳入

歳入総額は、2,859,509,483 円で、歳入の内訳は、総額に占める割合が高い順

に、介護保険料が 710,198,070 円で歳入全体の 24.9％を占め、次いで支払基金交

付金が 690,072,000 円で 24.1％、以下、国庫支出金が 530,715,426 円で 18.5％、

繰入金が 407,465,293 円で 14.2％、府支出金が 384,512,752 円で 13.5％、繰越金

が133,713,558円、諸収入が2,748,615円、手数料が49,500円、財産収入が34,269

円となっています。

(３) 歳出

歳出総額は、2,673,728,235 円で、その構成は、保険給付費が 2,488,143,707

円で歳出総額の 93.0％を占めています｡以下、地域支援事業費が 78,898,780 円で

3.0％、総務費が 59,391,703 円で 2.2％、諸支出金が 41,400,776 円で 1.6％、基

金積立金が 5,893,269 円で 0.2％となっています。

(４) 事業の成果

本事業では、高齢者人口の増加に伴い、要介護認定者も増加し、介護保険給付

費が年々増加している状況です。加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病

等により要介護状態となり、入浴、排せつ、食事等の介護等を要する者等につい

て、その尊厳を保持し、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで

きるよう、必要な福祉サービス等に係る給付を行い、福祉の増進を図りました。
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コロナ禍において休止している高齢者サロンや体操の居場所等の通いの場にお

いて、再開に向けて運営における感染防止策の助言や講義、運営支援を行いまし

た。併せて、介護予防事業の開催や通いの場でフレイル等に関する健康教育を実

施しするとともに、基本チェックリスト（心身状況を確認するアンケート）を行

い、フレイルのリスク者には個別で保健師・栄養士が相談支援を行いました。

また、通いの場においてはインセンティブにより多くの参加者に参加してもら

うため健康ポイントを付与する仕組みを整え、ボランティア加算も実施しました。

今後、団塊世代の方々が後期高齢者となる 2025 年、さらに、高齢者人口がピー

クを迎える 2040 年に向け、令和３年度から令和５年度において医療、介護、予防、

住まい、生活支援を一体的に提供できるような「精華らしい地域包括ケアシステ

ム」の構築を目指し、精華町第９次高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計

画に沿った、適正な介護保険事業を運営していきます。

(５) 課題等

本町の高齢化率は、令和３年度末現在２５．６％になり、今後、高齢化ととも

に給付費がさらに増大することが予測されます。長引く、コロナ禍で高齢者の活

動量低下の影響も懸念されることから、精華町第９次高齢者保健福祉計画・第８

期介護保険事業計画に沿った適正な介護保険事業を運営するとともに、全庁的な

健康増進への取組や介護予防事業の取組の継続や高齢者の介護予防と保健事業の

一体化事業での、専門職によるフレイル対策を強化していくこととあわせ、住民

主体の活動展開と支え合いの地域づくりをより一層推進してく必要があります。

２．取り組んだ主な事業

(１) 被保険者の管理に関する業務（表１、２、３ 参照）

資格の取得や喪失などの受付業務を行い、被保険者証や負担割合証、負担限度額

認定証などの交付を行いました。

(２) 相談業務（表４－１、４－２、４－３、４－４ 参照）

高齢者の方が安心して暮らせるよう、地域包括支援センターを中心に相談業務を

行いました。

(３) 要介護認定に関する業務（表５、６－１、６－２、６－３、６－４ 参照）

介護認定の申請受付業務を行い、認定調査などを行った後、認定審査会を開催し、

要介護認定を行いました。

(４) 保険給付費の支給に関する業務（表７、８、９ 参照）

要介護認定を受けた者が利用した介護サービスに対して、必要な保険給付費の支

給業務を行いました。

(５) 介護予防・日常生活支援総合事業に関する業務（表１０ 参照）

介護予防ケアマネジメントに基づき事業対象者、要支援者に対して、必要な保険

給付の支給業務を行いました。

(６) 介護保険料の徴収に関する業務（表１３ 参照）

第１号被保険者の介護保険料について特別徴収または普通徴収により徴収しまし
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た。

(７) 指定事業所への実地指導に関する業務

町内の指定事業所（地域密着型サービス事業所、居宅介護支援事業所）に対して

集団指導行うとともに、居宅介護支援事業所（新規２か所）について実施指導を行

い、運営上の疑義の解消など介護保険事業所の適正運営支援を行いました。

(８) 在宅医療・介護連携

山城南圏域の全市町村と相楽医師会で連携し、在宅医療と介護との連携事業を進

めました。医療･介護の専門職団体で、オンラインも活用し情報共有を図るとともに、

新型コロナウイルス感染症に関する研修会等を行いました。

(９) 認知症対策

認知症の啓発、早期発見・早期対応、認知症患者を支える体制づくりに努めまし

た。認知症サポーターやキッズサポーター（３９５人）の養成を行ったほか、認知

症初期集中支援チームによる毎月の会議において、困難事例や早期対応が必要な事

例の検討を行い、地域包括支援センターと民生委員との懇談会を実施し、地域の支

えあい体制づくりを支援しました。また、認知症の当事者・家族の集いを開催しピ

アサポート体制の構築を図りました。

（参考）

職員数 事務職員 兼務 １人（課長）

専任 ５人

精華町高齢者保健福祉審議会

（設置根拠）

精華町高齢者保健福祉審議会条例（平成 5年条例第 22 号）

（目的）

本町の高齢化社会への的確な対応のため、保健・福祉・医療の連携のもと、

住民ニーズに応えうる質の高いサービスの提供を図り、もって高齢者福祉の

増進に資することを目的とし、精華町高齢者保健福祉計画の策定に関するこ

となどの事務を所掌する。

（委員構成）

学識経験者 １名

関係行政機関の職員 １名

医療関係団体の代表 ３名

保健福祉事業関係団体の代表者 ４名

福祉活動関係団体の代表者 ５名

一般公募 ４名

町長推薦 １名

合計１９名
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（表１）世帯数、人口及び被保険者数の状況

（表２）第１号被保険者年齢区分（各年度末現在）

（表３）第１号被保険者増減内訳

※ 町全体人口に対する第 1号被保険者の高齢化率は、平成 12（2000）年度当初

の 12.9％から令和３（2020）年度末には 25.6％と増加している。今後、団塊ジ

ュニアが65歳を迎える2040年に本町の高齢者数はピークになると推測される。

年

度

町全体

(年度末) A

被保険者

(年度末) B

加入率

（高齢化率）

加入者

対前年度比

世帯数 人 口 世帯数 人 口 世 帯 人 員 世 帯 人 員

令 和

３年度

世帯

15,305

人

36,880

世帯

6,302

人

9,430

％

41.2

％

25.6

％

101.5

％

101.3

令 和

２年度

世帯

15,209

人

37,024

世帯

6,208

人

9,310

％

40.8

％

25.1

％

102.5

％

102.3

令 和

元年度

世帯

15,111

人

37,248

世帯

6,056

人

9,098

％

40.1

％

24.4

％

101.8

％

101.7

平 成

30 年度

世帯

14,959

人

37,427

世帯

5,947

人

8,943

％

39.8

％

23.9

％

102.0

％

102.6

年齢区分

年 度
65歳以上 75歳未満 75 歳以上 計

令和３年度 ４，８６９人 ４，５６１人 ９，４３０人

令和２年度 ４，９４６人 ４，３６４人 ９，３１０人

令和元年度 ４，８５３人 ４，２４５人 ９，０９８人

平成 30 年度 ４，８６１人 ４，０８２人 ８，９４３人

令和３

年度中

増

転入 職権復活 65 歳到達 適用除外非該当 その他 計

７５人 ０人 ３９６人 ０人 １人 ４７２人

令和３

年度中

減

転出 職権喪失 死亡 適用除外該当 その他 計

３８人 ２人 ２８５人 ０人 ２７人 ３５２人
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（表４－１）地域包括支援センターの相談件数（令和３年度）

（表４－２）地域包括支援センターの相談件数（令和２年度）

（表４－３）地域包括支援センターの相談件数（令和元年度）

（表４－４）地域包括支援センターの相談件数（平成 30 年度）

件数（件） 実人員（人）

日常生活圏域 北部 南部 北部 南部

介護保険その他の保健福祉サービスに関すること 986 1260 270 345

権利擁護（成年後見制度等）に関すること 6 3 6 3

内、成年後見制度に関すること 2 3 2 3

高齢者虐待に関すること 141 57 17 9

小計 1133 1320 293 357

合計 ２，４５３ ６５０

件数（件） 実人員（人）

日常生活圏域 北部 南部 北部 南部

介護保険その他の保健福祉サービスに関すること 871 1037 227 596

権利擁護（成年後見制度等）に関すること 8 5 2 3

内、成年後見制度に関すること 2 0 2 0

高齢者虐待に関すること 115 28 11 4

小計 994 1070 240 603

合計 ２，０６４ ８４３

件数（件） 実人員（人）

日常生活圏域 北部 南部 北部 南部

介護保険その他の保健福祉サービスに関すること 713 718 259 307

権利擁護（成年後見制度等）に関すること 11 10 6 7

内、成年後見制度に関すること 5 2 4 2

高齢者虐待に関すること 95 42 6 4

小計 819 770 271 318

合計 １，５８９ ５８９

件数（件） 実人員（人）

日常生活圏域 北部 南部 北部 南部

介護保険その他の保健福祉サービスに関すること 616 861 232 312

権利擁護（成年後見制度等）に関すること 63 49 21 8

内、成年後見制度に関すること 38 5 9 3

高齢者虐待に関すること 10 44 5 5

小計 689 954 258 325

合計 １，６４３ ５８３
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（表５）要介護認定申請件数

（表６－１）要介護（要支援）認定者数（令和３年度末現在） （単位：人）

■事業対象者：４０人

★認定率：１６．８％（第１号被保険者）

（表６－２）要介護（要支援）認定者数（令和２年度末現在） （単位：人）

■事業対象者：３７人

★認定率：１６．８％（第１号被保険者）

（表６－３）要介護（要支援）認定者数（令和元度末現在） （単位：人）

■事業対象者：４１人

★認定率：１６．２％（第１号被保険者）

（表６－４）要介護（要支援）認定者数（平成 30 年度末現在） （単位：人）

■事業対象者：３９人

★認定率：１６．２％（第１号被保険者）

年 度 延申請件数 申請実人数 延認定者数

令和３年度 １，２０９件 １，１２２人 １，１６０人

令和２年度 ９５７件 ８６９人 ９５４人

令和元年度 １，３２９件 １，２２９人 １，３１３人

平成 30 年度 １，１３４件 １，０３０人 １，０８７人

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

第１号被保険者 ２０２ ２１０ ２７４ ３１８ ２５５ １７９ １４７ 1585

第２号被保険者 １ ５ １ ６ ６ ５ ６ 30

総 数 ２０３ ２１５ ２７５ ３２４ ２６１ １８４ １５３ 1615

割合（％） 12.6 13.3 17.0 20.0 16.2 11.4 9.5 100.0

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

第１号被保険者 １７８ ２１７ ２６３ ３０２ ２５１ １９５ １５９ 1565

第２号被保険者 ５ ６ １ ７ ３ ７ ４ 33

総 数 １８３ ２２３ ２６４ ３０９ ２５４ ２０２ １６３ 1598

割合（％） 11.5 14.0 16.5 19.3 15.9 12.6 10.2 100.0

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

第１号被保険者 １６４ ２１０ ２２５ ２９８ ２４３ １７９ １５２ 1471

第２号被保険者 ２ ８ ０ ７ ７ ４ ６ 34

総 数 １６６ ２１８ ２２５ ３０５ ２５０ １８３ １５８ 1505

割合（％） 11.0 14.5 14.9 20.3 16.6 12.2 10.5 100.0

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

第１号被保険者 １２１ ２４９ ２１３ ２８２ ２４１ ２１０ １３１ 1447

第２号被保険者 １ ８ ２ １１ ４ ７ ４ 37

総 数 １２２ ２５７ ２１５ ２９３ ２４５ ２１７ １３５ 1484

割合（％） 8.2 17.3 14.5 19.8 16.5 14.6 9.1 100.0
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（表７）保険給付種類別費用額（令和３年度）

※審査支払手数料（2,688,045 円）を除く。

保険給付の種類 介護給付（円） 構成％ 予防給付（円） 構成％ 合計（円） 構成％

居宅介護（介護予防）

サ ー ビ ス 費 1,016,400,525 42.4 60,875,404 70.8 1,077,275,929 43.3

地域密着型（介護予防）

サ ー ビ ス 費 211,899,989 8.8 6,068,435 7.0 217,968,424 8.8

居宅介護（介護予防）

福 祉 用 具 購 入 費 2,685,155 0.1 818,848 1.0 3,504,003 0.1

居宅介護（介護予防）

住 宅 改 修 費 7,273,892 0.3 5,877,413 6.8 13,151,305 0.5

居宅介護（介護予防）

サ ー ビ ス 計 画 費 130,540,559 5.4 12,355,264 14.4 142,895,823 5.8

施 設 介 護

サ ー ビ ス 費 890,644,301 37.1 0 0.0 890,644,301 35.8

高額介護（介護予防）

サ ー ビ ス 費 65,017,816 2.7 0 0.0 65,017,816 2.6

高 額 医 療 合 算 介 護

サ ー ビ ス 費 8,952,072 0.4 0 0.0 8,952,072 0.4

市 町 村

特 別 給 付 費 290,852 0.0 0 0.0 290,852 0.0

特 定 入 所 者 介 護

サ ー ビ ス 費 65,723,023 2.8 32,114 0.0 65,755,137 2.7

合 計 2,399,428,184 100.0 86,027,478 100.0 2,485,455,662 100.0
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（表８）各介護保険サービスの利用状況 ※介護予防・日常生活支援総合事業へ移行

サービス名称

令和２年度

実績

○A

令和３年度

実績

○B

令和３年度

計画見込量

○C

前年比

(%)

計画比

(%)

○B /○A ○B /○C

居

宅

サ

ー

ビ

ス

訪問介護

（回数）
57,049 59,354 71,436 104.0 83.1

訪問入浴介護

（回数）
616 387 864 62.8 44.8

訪問看護

（回数）
13,920 14,764 24,948 106.1 59.2

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

（回数）
2,876 4,001 3,780 139.1 105.8

居宅療養管理指導

（人数）
3,052 3,361 2,100 110.1 160.0

通所介護（回数） 41,731 44,986 45,732 107.8 98.4

通所リハビリテー

ション（回数）
9,976 10,492 11,088 105.2 94.6

通所サービス 計

（回数）
51,707 55,478 56,820 107.3 97.6

短期入所

生活介護（日数）
6,145 6,182 7,020 100.6 88.1

短期入所

療養介護（日数）
561 675 2,652 120.3 25.5

短期入所 計

（日数）
6,706 6,857 9,672 102.3 70.9

特定施設入所者生活介

護 （日数）
13,799 12,630 14,600 91.5 86.5

福祉用具貸与

（人数）
6,298 6,618 6,480 105.1 102.1

福祉用具購入

（人数）
79 93 168 117.7 55.4

住宅改修

（人数）
71 92 192 129.6 47.9

居宅介護支援

（人数）
8,432 8,875 8,532 105.3 104.0
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サービス名称

令和２年度

実績

○A

令和３年度

実績

○B

令和３年度

計画見込量

○C

前年比

(%)

計画比

(%)

○B /○A ○B /○C

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス

認知症対応型通所介護

（回数）
2,302 2,907 2,832 126.3 102.6

小規模多機能型居宅介

護 （人数）
489 471 612 96.3 77.0

認知症対応型共同生活

介護 （日数）
6,651 5,941 6,205 89.3 95.7

定期巡回・随時対応型

訪問看護 （人数）
49 61 48 124.5 127.1

地域密着型通所介護

（回数）
570 672 2,076 117.9 32.4

介

護

予

防

サ

ー

ビ

ス

介護予防訪問介護 ※

（件数）
0 0 0 ― ―

介護予防訪問入浴介護

（回数）
0 0 12 ― ―

介護予防訪問看護

（回数）
2,738 2,929 4,272 107.0 68.6

介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼ

ｮﾝ （回数）
711 799 1,164 112.4 68.6

介護予防居宅療養管理

指導 （人数）
133 190 108 142.9 175.9

介護予防 ※

通所介護（件数）
0 0 0 ― ―

介護予防通所リハビ

リテーション（件数）
755 821 972 108.7 84.5

介護予防通所サービス

計 （件数）
755 821 972 108.7 84.5

短期入所

生活介護（日数）
67 30 216 44.8 13.9

短期入所

療養介護（日数）
4 14 0 350.0 ―

介護予防短期入所

計 （日数）
71 44 216 62.0 20.4

介護予防特定施設入所

者生活介護 （日数）
1,568 1,396 1,460 89.0 95.6
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〇 各介護保険サービスの利用状況

（１） 居宅サービス

ア 訪問介護（ホームヘルパー）

令和３年度における訪問介護は、年間 59,354 回の利用があり､1 週間の

利用回数は、1138.3 回となった。（1週間の利用回数の算出方法は、年間利

用回数÷365 日×7日である。以下同じ。）

前年度比較では、4.0%の増加となっている。

イ 訪問入浴介護

令和３年度における訪問入浴介護は、年間 387 回の利用があり､1 週間の

利用回数は、7.4 回となった。

前年度比較では、37.2％の減少となっている。

サービス名称

令和２年度

実績

○A

令和３年度

実績

○B

令和３年度

計画見込量

○C

前年比

(%)

計画比

(%)

○B /○A ○B /○C

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス

介護予防福祉用具貸与

（人数）
1,551 1,814 1,500 117.0 120.9

介護予防福祉用具購入

（人数）
39 36 48 92.3 75.0

介護予防住宅改修

（人数）
53 60 60 113.2 100.0

介護予防支援

（人数）
2,391 2,626 2,484 109.8 105.7

介
護
予
防

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス

介護予防認知症対応型

通所介護 （回数）
9 0 0 0 ―

介護予防小規模多機能

型居宅介護 （人数）
97 86 108 88.7 79.6

介護予防認知症対応型

共同生活介護 （日数）
0 0 0 ― ―

施
設
サ
ー
ビ
ス

介護老人福祉施設

（日数）
55,973 57,035 61,320 101.9 93.0

介護老人保健施設

（日数）
29,385 31,264 31,755 106.4 98.5

介護療養型医療施設

（日数）
365 430 365 117.8 117.8

介護医療院

（日数）
1,130 1,775 1,460 157.1 121.6
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ウ 訪問看護

令和３年度における訪問看護は、年間 14,764 回の利用があり､1 週間の

利用回数は、283.1 回になっている。

前年度比較では、6.1％の増加となっている。

エ 訪問リハビリテーション

令和３年度における訪問リハビリテーションは、年間 4,001 回の利用が

あり、1週間の利用回数は 76.7 回となっている。

前年度比較では、39.1％の増加となっている。

オ 居宅療養管理指導

令和３年度における居宅療養管理指導は、年間 3,361 人であった。

前年度比較では、10.1％の増加となっている。

カ 通所介護（デイサービス）

令和３年度における通所介護は、年間 44,986 回の利用があり、1週間の

利用回数は 862.7 回となっている。

前年度比較では、7.8％の増加となっている。

キ 通所リハビリテーション（デイケア）

令和３年度における通所リハビリテーションは、年間 10,492 回の利用が

あり、1週間の利用回数は 201.2 回となっている。

前年度比較では、5.2％の増加となっている。

ク 短期入所生活介護

令和３年度における短期入所生活介護は、年間 6,182 日の利用があり、1

か月間の利用日数は、515.2 日となっている。（1か月間の利用日数の算出

方法は、年間利用日数÷12 か月である。以下同じ。）

前年度比較では、0.6％の増加となっている｡

ケ 短期入所療養介護

令和３年度における短期入所療養介護は、年間 675 日の利用があり、1

か月間の利用日数は 56.3 日となっている。

前年度比較では、20.3％の増加となっている。

コ 特定施設入所者生活介護

令和３年度における特定施設入所者生活介護は、年間 12,630 日の利用が

あった。

前年度比較では、8.5％の減少となっている。
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サ 福祉用具貸与

令和３年度における福祉用具の貸与人数は、年間 6,618 人であった｡

前年度比較では、5.1％の増加となっている。

シ 福祉用具購入

令和３年度における福祉用具購入人数は、年間 93 人であった。

前年度比較では、17.7％の増加となっている。

ス 住宅改修

令和３年度における住宅改修人数は、年間 92 人であった。

前年度比較では、29.6％の増加となっている。

セ 居宅介護支援

令和３年度における居宅介護支援は、年間 8,875 人であった。

前年度比較では、5.3％の増加となっている。

（２） 地域密着型サービス

ソ 認知症対応型通所介護

令和３年度における認知症対応型通所介護は、年間 2,907 回の利用があ

った。

前年度比較では、26.3％の増加となっている。

タ 小規模多機能型居宅介護

令和３年度における小規模多機能型居宅介護は、年間 471 人の利用があ

った。

前年度比較では、3.7％の減少となっている。

チ 認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

令和３年度における認知症対応型共同生活介護は、年間 5,941 日の利用

があった。

前年度比較では、10.7％の減少となっている。

ツ 定期巡回・随時対応型訪問看護

令和３年度における定期巡回・随時対応型訪問看護は、年間 61 人の利用

があった。

前年度比較では、24.5％の増加となっている。

テ 地域密着型通所介護

令和３年度における地域密着型通所介護は、年間 672 回の利用があった。

前年度比較では、17.9％の増加となっている。
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（３） 介護予防サービス

ト 介護予防訪問介護（ホームヘルパー）

介護予防・日常生活支援総合事業に完全移行を行ったため、実績は 0と

なっている。

ナ 介護予防訪問入浴介護

令和３年度における介護予防訪問入浴介護は、利用実績がなかった。

二 介護予防訪問看護

令和３年度における介護予防訪問看護は、年間 2,929 回の利用があった。

前年度比較では、7.0％の増加となっている。

ヌ 介護予防訪問リハビリテーション

令和３年度における介護予防訪問リハビリテーションは、年間 799 回の

利用があった。

前年度比較では、12.4％の増加となっている。

ネ 介護予防居宅療養管理指導

令和３年度における介護予防居宅療養管理指導は、年間 190 人であった。

前年度比較では、42.9％の増加となっている。

ノ 介護予防通所介護（デイサービス）

介護予防・日常生活支援総合事業に完全移行を行ったため、実績は 0と

なっている。

ハ 介護予防通所リハビリテーション（デイケア）

令和３年度における介護予防通所リハビリテーションは、年間 821 件の

利用があった。

前年度比較では、8.7％の増加となっている。

ヒ 介護予防短期入所生活介護

令和３年度における介護予防短期入所生活介護は、年間 30 日の利用があ

り、1か月間の利用日数は 2.5 日となっている。

前年度比較では、55.2％の減少となっている。

フ 介護予防短期入所療養介護

令和３年度における介護予防短期入所療養介護は、年間 14 日の利用があ

った。

前年度比較では、250.0％の増加となっている。
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へ 介護予防特定施設入所者生活介護

令和３年度における介護予防特定施設入所者生活介護は、年間 1,396 日

の利用があった。

前年度比較では 11.0％の減少となっている。

ホ 介護予防福祉用具貸与

令和３年度における介護予防福祉用具の貸与人数は、年間 1,814 人であ

った｡

前年度比較では、17.0％の増加となっている。

マ 介護予防福祉用具購入

令和３年度における介護予防福祉用具購入人数は、年間 36 人であった｡

前年度比較では、7.7％の減少となっている。

ミ 介護予防住宅改修

令和３年度における介護予防住宅改修人数は、年間 60 人であった｡

前年度比較では、13.2％の増加となっている。

ム 介護予防支援

令和３年度における介護予防支援人数は、年間 2,626 人であった｡

前年度比較では、9.8％の増加となっている。

（４） 介護予防地域密着型サービス

メ 介護予防認知症対応型通所介護

令和３年度における介護予防認知症対応型通所介護は、利用実績がなか

った。

モ 介護予防小規模多機能型居宅介護

令和３年度における介護予防小規模多機能型居宅介護は、年間 86 人の利

用があった。

前年度比較では、11.3％の減少となっている。

ヤ 介護予防認知症対応型共同生活介護

令和３年度における介護予防認知症対応型共同生活介護については、利

用実績がなかった。

（５） 施設サービス

ユ 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

令和３年度における介護老人福祉施設の利用日数は、年間 57,035 日であ

った。
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前年度比較では、1.9％の増加となっている。

利用施設数については、町内 1か所、町外 34 か所であった。

ヨ 介護老人保健施設（老人保健施設）

令和３年度における介護老人保健施設の利用日数は、年間 31,264 日であ

った。

前年度比較では、6.4％の増加となっている。

利用施設数は、町内 1 か所、町外 27 か所であった。

ラ 介護療養型医療施設（療養型医療施設）

令和３年度における介護療養型医療施設の利用日数は、年間 430 日であ

った。

前年度比較では、17.8％の増加となっている｡

利用施設数は、町内はなく、町外 2 か所であった。

平成２９年度をもって廃止が決定され、介護医療院等への移行が必要で

ある。

リ 介護医療院

令和３年度における介護医療院の利用日数は、年間 1,775 日であった。

前年度比較では、57.1％の増加となっている。

利用施設数は、町内はなく、町外 3 か所であった。

令和６年３月までが経過措置の期限とされており、介護療養型医療施設

からの移行が必要である。

〇 各介護保険サービスの利用状況の総括

歳出の大半を占める介護保険給付費等については、対前年度比で 2.9％の

増加となり、令和３年度の計画見込額の 93.0％となっています。

新型コロナウイルス感染拡大時の利用控え等の影響があったことが考え

られる。
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（表９）居宅サービスの利用割合

※ 介護保険居宅サービスの利用割合

令和３年度に何らかの居宅サービスを利用された被保険者数は、延べ

13,209 人であった。また、利用可能単位数に対する利用単位数、いわゆる限

度額に対する利用割合は、66.5％となった。

要介護

度

延人数

（人）

(A)

利用単位数

（単位）

(B)

平均利用

単位数

（単位）

(C)=(B)/(A)

支給限

度額

（単位）

(D)

利用可能

単位数

（単位）

(E)=(A)*(D)

限度額に対す

る利用割合

（％）

(F)=(B)/(E)

要支援

１
1,478 3,866,200 2,616 5,032 7,437,296 52.0

要支援

２
1,801 7,141,496 3,965 10,531 18,966,331 37.7

要介護

１
2,629 22,738,260 8,649 16,765 44,075,185 51.6

要介護

２
3,105 37,115,583 11,953 19,705 61,184,025 60.7

要介護

３
2,258 45,326,198 20,074 27,048 61,074,384 74.2

要介護

４
1,204 31,644,388 26,283 30,938 37,249,352 85.0

要介護

５
734 22,736,527 30,976 36,217 26,583,278 85.5

合計 13,209 170,568,652 256,569,851 66.5
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（表１０）地域支援事業費 【平成 29 年 4 月から実施】

●介護予防・日常生活支援総合事業による費用変化

区分 事業費（円） 事業費（内訳）

介 護 予

防・日常

生 活 支

援 総 合

事業

訪問型サービス 5,445,205 現行相当サービス 3,382,254

訪問型サービス A 2,062,951

通所型サービス 17,579,662 現行相当サービス 9,580,345

通所型サービス A 5,541,467

通所型サービス B 1,539,850

通所型サービス C 918,000

介護予防ケアマネジメ

ント

2,803,747

審査支払手数料 126,724

一般介護予防事業 3,812,333

計 29,767,671

包 括 的

支 援 事

業・任意

事業

総合相談事業 13,600,000

権利擁護事業 10,000,000

包括的・継続的ケアマネ

ジメント支援事業

10,000,000

任意事業 4,551,780

在宅医療・介護連携推進

事業

2,059,989

生活支援体制整備事業 4,447,340

認知症総合支援事業 4,472,000

計 49,131,109

合計 78,898,780

平成28年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3年度

介 護 予

防 サ ー

ビス

介護予防

訪問介護
15,389,695 6,976,620 ― ― ― ―

介護予防

通所介護
28,578,520 11,931,059 ― ― ― ―

地 域 支

援事業

訪問型

サービス
― 4,548,208 7,040,694 5,360,031 5,087,268 5,445,205

通所型

サービス
― 15,897,451 22,499,093 21,854,633 17,867,809 17,579,662

合計 43,968,215 39,353,338 29,539,787 27,214,664 22,955,077 23,024,867



18

※地域支援事業

＜介護予防・生活支援サービス事業＞

■訪問型サービス

現行相当サービス ２４事業所（町内４、町外２０）

訪問型サービスＡ ３事業所（町内１、町外２）

■通所型サービス

現行相当サービス １６事業所（町内５、町外１１）

通所型サービスＡ ３事業所（町内３）

通所型サービスＢ ７団体

（ＮＰＯ法人２団体、住民団体５団体）

通所型サービスＣ（委託） １事業所

■介護予防・日常生活支援総合事業 通所型サービスＢの状況

＜一般介護予防事業＞

■介護予防普及啓発事業

・介護予防講座「シニアのための健康づくり講座」

内容：運動講座を実施した。

年６回実施（参加者延べ３０８名）

■地域介護予防活動支援事業

・高齢者ふれあいサロン等への介護予防講師派遣事業

内容：栄養士・歯科衛生士・保健師・運動指導員等の専門職等が介護予防の話と

実践を行った。

９団体実施（参加者延べ１２３名）

・フレイル予防事業

内容：フレイル予防のための保健師・専門職の講師派遣および基本チェックリス

トを実施。ハイリスク者に保健指導および介護予防サービスや包括支援セ

団体数 開催回数（延べ）

令和３年度 ７団体 ３８０回（コロナの影響に

て未開催の期間については

通信の発行や見守り活動を

実施。）

令和２年度 ８団体 コロナの影響で不定期開

催。未開催の期間について

は通信の発行や見守り活動

を実施。

令和元年度 ７団体 ４３３回

平成３０年度 ５団体 ３７８回

平成２９年度 ４団体 ３３２回
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ンター紹介などの支援を実施。

２９団体実施（参加者：延べ４５０名）

〈生活支援体制整備事業〉

■健康づくり・介護予防サポーター（すてき６５メイト）養成等事業

内容：地域で主体的に取り組む介護予防のサポーターを養成（令和３年度は新型

コロナウイルス感染症の影響で中止）

第１～５期生養成 合計 ９６名

■住民主体の体操の居場所づくり事業

２９か所

（Ｒ３年度１か所廃止、新規参入１か所）

＜各種講演会及びセミナー＞

■認知症のことをいろいろお話ししましょう会

内容：講演「京都府認知症総合センター（カフェほうおう）について」

「本人や家族などが集うための「場」について当事者から学ぶ」

講師：桝村 雅文（京都認知症総合センター 相談員 ）

伊藤 俊彦・元子 藤田 佳児・博子（当事者・家族）
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（表１１）実質収支に関する調書

区 分
令和３年度

（ア）

令和２年度

（イ）

比 較

（ア）－（イ）

比較

（ア／イ）

1.歳入決算額

(A) 2,859,509,483 2,967,019,823 ▲107,510,340 96.4

2.歳出決算額

(B) 2,673,728,235 2,833,306,265 ▲159,578,030 94.4

3.形式収支

(C)=(A)-(B) 185,781,248 133,713,558 52,067,690 138.9

4.翌年度に繰り越すべ

き財源 (D) 0 0 0 -

(1)継続費逓次繰越額
0 0 0 -

(2)繰越明許費繰越額
0 0 0 -

(3)事故繰越し繰越額
0 0 0 -

5.実質収支

(E)=(C)-(D) 185,781,248 133,713,558 52,067,690 138.9

6.前年度実質収支

(F) 133,713,558 297,388,127 ▲163,674,569 45.0

7.単年度収支

(G)=(E)-(F) 52,067,690 ▲163,674,569 215,742,259 ▲31.8

8.基金積立金

(H) 5,893,269 244,747,160 ▲238,853,891 2.4

9.繰上償還

(I) 0 0 0 -

10.基金取り崩し額

(J) 0 0 0 -

11.実質単年度収支

(K)=(G)+(H)+(I)-(J) 57,960,959 81,072,591 ▲23,111,632 71.5

12.基金残高

256,056,973 250,163,704 5,893,269 102.4

(1)介護給付費準備基金
256,056,973 250,163,704 5,893,269 102.4
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（表１２）歳入の状況

科 目

令和３年度

決算額（円）

構 成

比

(％)

令和２年度

決算額（円）

構 成

比

(％)

対前年度

比(％)

1.介護保険料 710,198,070 24.9 698,058,690 23.5 101.7

(1)現年度分特別徴収保険料 651,287,180 22.8 640,537,520 21.6 101.7

(2)現年度分普通徴収保険料 55,651,850 1.9 54,899,470 1.8 101.4

(3)滞納繰越分普通徴収保険料 1,579,500 0.1 1,657,750 0.1 95.3

(4)過年度分普通徴収保険料 1,679,540 0.1 963,950 0.0 174.2

3.手数料 49,500 0.0 52,500 0.0 94.3

4.国庫支出金 530,715,426 18.5 524,433,317 17.7 101.2

(1)介護給付費負担金 480,687,071 16.8 451,870,732 15.2 106.4

(2)調整交付金 9,112,000 0.3 29,241,000 1.0 31.2

(3)地域支援事業交付金（総合事業） 8,577,600 0.3 11,013,400 0.4 77.9

(4)地域支援事業交付金（総合事業以外） 20,929,755 0.7 20,051,185 0.7 104.4

(5)介護保険事業費補助金 269,000 0.0 297,000 0.0 90.6

(6)保険機能強化推進交付金 5,636,000 0.2 5,859,000 0.2 96.2

(7)介護保険災害等臨時特例補助金 408,000 0.0 695,000 0.0 58.7

(8)保険者努力支援交付金 5,096,000 0.2 5,406,000 0.2 94.3

5.支払基金交付金 690,072,000 24.1 664,704,000 22.4 103.8

(1)介護給付費交付金 677,447,000 23.7 650,289,000 21.9 104.2

(2)地域支援事業交付金 12,625,000 0.4 14,415,000 0.5 87.6

6.府支出金 384,512,752 13.5 379,381,592 12.8 101.4

(1)介護給付費負担金 368,755,000 12.9 356,522,000 12.0 103.4

(2)地域支援事業交付金（総合事業） 5,292,875 0.2 6,674,000 0.2 79.3

(3)地域支援事業交付金（総合事業以外） 10,464,877 0.4 10,025,592 0.4 104.4

(4)地域密着型サービス整備助成事業補助金 0 0.0 6,160,000 0.2 0.0

8.財産収入 34,269 0.0 160 0.0 21,418.1

10.繰入金 407,465,293 14.2 402,932,673 13.6 101.1

(1)介護給付費繰入金 310,981,606 10.9 302,310,428 10.2 102.9

(2)地域支援事業繰入金（総合事業） 3,720,958 0.1 3,453,784 0.1 107.7

(3)地域支援事業繰入金（総合事業以外） 9,457,738 0.3 9,073,082 0.3 104.2

(4)低所得者保険料軽減繰入金 24,182,288 0.8 24,234,670 0.8 99.8

(5)その他一般会計繰入金 59,122,703 2.1 63,860,709 2.2 92.6

11.繰越金 133,713,558 4.7 297,388,127 10.0 45.0

13.諸収入 2,748,615 0.1 68,764 0.0 3,997.2

合 計 2,859,509,483 100.0 2,967,019,823 100.0 96.4



22

（表１３）介護保険料

年度

被保険

者数

(人)

区分 調定額

（円）

対前年度比

（％）

収納額

（円）

収納率

（％）

一人当り

収納額（円）

令和

３

年度

9,430

特別徴収 651,009,410 101.7 651,287,180 100.0 ―

普通徴収 57,860,730 101.2 55,651,850 96.2 ―

滞納繰越分普通徴収 5,869,030 91.7 1,579,500 26.9 ―

過年度分普通徴収 1,679,540 174.2 1,679,540 100.0 ―

合計 716,418,710 101.6 710,198,070 99.1 75,312

令和

２

年度

9,310

特別徴収 640,384,200 100.6 640,537,520 100.0 ―

普通徴収 57,148,660 106.7 54,899,470 96.1 ―

滞納繰越分普通徴収 6,402,970 78.8 1,657,750 25.9 ―

過年度分普通徴収 963,950 201.7 963,950 100.0 ―

合計 704,899,780 100.8 698,058,690 99.0 74,979

令和

元

年度

9,098

特別徴収 636,865,670 100.6 637,064,170 100.0 ―

普通徴収 53,540,210 103.2 50,717,340 94.7 ―

滞納繰越分普通徴収 8,129,540 78.1 2,576,610 31.7 ―

過年度分普通徴収 477,950 103.8 477,950 100.0 ―

合計 699,013,370 100.5 690,836,070 98.8 75,932

平成

30

年度

8,943

特別徴収 633,071,640 106.1 633,158,840 100.0 ―

普通徴収 51,888,030 97.6 48,533,610 93.5 ―

滞納繰越分普通徴収 10,410,800 84.2 2,428,900 23.3 ―

過年度分普通徴収 460,600 243.7 460,600 100.0 ―

合計 695,831,070 105.0 684,581,950 98.4 76,549



23

（表１４）歳出の状況

科 目
令和３年度

決算額（円）

構成比

（％）

令和２年度

決算額（円）

構成比

（％）

対前年度比

（％）

1.総務費 59,391,703 2.2 70,317,709 2.5 84.5

(1)総務管理費 41,278,843 1.5 48,941,230 1.7 84.3

(2)徴収費 1,477,318 0.1 1,420,517 0.1 104.0

(3)介護認定審査会費 16,514,542 0.6 19,255,582 0.7 85.8

(4)趣旨普及費 0 0.0 215,380 0.0 0.0

(5)計画策定委員会費 121,000 0.0 485,000 0.0 24.9

2.保険給付費 2,488,143,707 93.0 2,418,742,241 85.4 102.9

(1)介護ｻｰﾋﾞｽ等諸費 2,259,444,421 84.5 2,183,789,944 77.1 103.5

(2)介護予防ｻｰﾋﾞｽ等諸費 85,995,364 3.2 81,716,624 2.9 105.2

(3)その他諸費 2,688,045 0.1 2,543,328 0.1 105.7

(4)高額介護ｻｰﾋﾞｽ等費 65,017,816 2.4 62,223,804 2.2 104.5

(5)高額医療合算介護サービス等費 8,952,072 0.3 10,293,466 0.4 87.0

(6)市町村特別給付費 290,852 0.0 258,812 0.0 112.4

(7)特定入所者介護ｻｰﾋﾞｽ等諸費 65,755,137 2.5 77,916,263 2.7 84.4

5.地域支援事業費 78,898,780 3.0 74,763,170 2.7 105.5

(1)介護予防・生活支援サービス事

業費
25,955,338 1.0 25,689,375 0.9 101.0

(2)一般介護予防事業費 3,812,333 0.2 1,940,899 0.1 196.4

(3)包括的支援事業・任意事業 49,131,109 1.8 47,132,896 1.7 104.2

(4)その他諸費 0 0.0 0 0.0 -

7.基金積立金 5,893,269 0.2 244,747,160 8.5 2.4

9.予備費 0 0.0 0 0.0 -

10.諸支出金 41,400,776 1.6 24,735,985 0.9 167.4

合 計 2,673,728,235 100.0 2,833,306,265 100.0 94.4


